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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第55期

第１四半期累計期間
第56期

第１四半期累計期間
第55期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 (千円) 1,853,507 1,729,165 7,739,504

経常利益又は経常損失(△) (千円) 45,573 △29,660 189,690

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 29,827 △22,710 128,899

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 2,144,134 2,144,134 2,144,134

発行済株式総数 (株) 7,767,800 7,767,800 7,767,800

純資産額 (千円) 11,660,479 11,651,402 11,724,689

総資産額 (千円) 15,856,060 15,708,219 15,728,978

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失
(△)

(円) 3.90 △2.97 16.84

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 10.00

自己資本比率 (％) 73.5 74.2 74.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 80,376 192,087 216,815

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,028 △165,753 △144,508

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △50,018 △37,695 △390,613

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,950,816 1,603,819 1,615,180
 

(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症対策と社会・経済活動の両立が模索さ

れる中、一定の回復傾向にありましたが、2022年２月のロシアのウクライナ侵攻により生じた資源・資材価格の高

騰に、日米金利差拡大による為替相場の急速な円安進行が重なり、物価上昇への懸念を中心に先行き不透明感が強

くなってまいりました。

また、当業界におきましては、当社の業績に影響する持家着工戸数が前年同四半期比で減少傾向となるなど厳し

い状況が継続しております。

このような経営環境のもと、当社では、2022年３月より製品価格の改定を実施し、適正取引価格の浸透に注力し

ておりますが、売上高につきましては前述の持家着工戸数の減少の影響から前年同四半期比6.7％減の1,729百万円

となりました。

一方、損益面につきましては、自助努力として継続的なコスト削減を行っておりますが、前述の世界的な資源・

資材価格高騰に円安進行が重なったことで、前年同四半期比でエネルギーコストを中心に、鋼材や木材、石油製

品、運送コスト等が幅広くコストを押し上げております。

この結果、当第１四半期累計期間における売上原価率は、前年同四半期比3.4ポイント増の78.1％となり、売上総

利益は前年同四半期比19.1％減の378百万円となりました。

販売費及び一般管理費におきましては、2022年７月に発売を開始した「陶板壁材「スーパートライWall」 抗菌・

抗ウイルス製品シリーズ」開発への研究開発活動といった分野に注力しつつも、継続的なコスト削減を行い、前年

同四半期比3.8％減の425百万円となりました。

この結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高1,729百万円（前年同四半期比6.7％減）、営業損失46百万円

（前年同四半期営業利益25百万円）、経常損失29百万円（前年同四半期経常利益45百万円）、四半期純損失22百万

円（前年同四半期純利益29百万円）の減収減益となりました。

 
(2) 財政状態の状況

当第１四半期末の資産につきましては、商品及び製品の増加180百万円（前事業年度末比24.0％増）がありました

が、受取手形及び売掛金の減少174百万円（前事業年度末比9.9％減）等により、15,708百万円（前事業年度末比

0.1％減）となりました。

負債につきましては、電子記録債務の増加180百万円（前事業年度末比23.4％増）等により4,056百万円（前事業

年度末比1.3％増）となりました。

純資産につきましては、利益剰余金の減少60百万円（前事業年度末比0.9％減）等により11,651百万円（前事業年

度末比0.6％減）となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて11百

万円減少し、1,603百万円となりました。

当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は、192百万円となりました（前年同四半期累計期間に比べ111百万円の増加）。

営業活動による資金の増加要因としては、主に減価償却費53百万円、売上債権の減少額174百万円及び仕入債務の

増加額194百万円等によるものです。

一方、営業活動による資金の減少要因としては、主に賞与引当金の減少額59百万円及び棚卸資産の増加額194百万

円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は、165百万円となりました（前年同四半期累計期間に比べ152百万円の増加）。

投資活動による資金の減少要因としては、固定資産の取得による支出165百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は、37百万円となりました（前年同四半期累計期間に比べ12百万円減少）。

財務活動による資金の減少要因としては、配当金の支払額37百万円によるものです。

 
(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第１四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した重要な会計上の見積り及び当該見積り

に用いた仮定について重要な変更はありません。

 
(5) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した経営方針・経営戦略等について重要な

変更はありません。

 
(6) 優先的に対処すべき事業上及び財政上の課題

当第１四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した優先的に対処すべき事業上及び財政上

の課題について重要な変更はありません。

 

(7) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、88百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した研究開発活動の状況について重

要な変更はありません。

 
(8) 経営成績に重要な影響を与える要因

当第１四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した経営成績に重要な影響を与える要因に

ついて重要な変更はありません。

 

(9) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第１四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した資本の財源及び資金の流動性について

の方針に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年８月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,767,800 7,767,800

　東京証券取引
所　　スタンダード

市場
名古屋証券取引所

メイン市場

単元株式数
100株

計 7,767,800 7,767,800 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数
(千株)

発行済株式総
数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額

(百万円)

資本準備金残
高

(百万円)

2022年４月１日～
2022年６月30日

― 7,767 ― 2,144 ― 2,967
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社鶴弥(E01204)

四半期報告書

 5/16



 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 112,900
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,653,000
76,530 ―

単元未満株式
普通株式

1,900
― ―

発行済株式総数 7,767,800 ― ―

総株主の議決権 ― 76,530 ―
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,100株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権31個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社鶴弥
愛知県半田市州の崎町２
番地12

112,900 ― 112,900 1.45

計 ― 112,900 ― 112,900 1.45
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2022年４月１日から2022年６月

30日まで)及び第１四半期累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法

人東海会計社による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,627,180 1,615,819

  受取手形及び売掛金 1,753,317 1,578,894

  商品及び製品 754,768 935,755

  仕掛品 46,436 55,209

  原材料及び貯蔵品 147,775 152,239

  その他 23,832 11,720

  貸倒引当金 △11,549 △9,099

  流動資産合計 4,341,760 4,340,538

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 9,104,672 9,106,384

   その他（純額） 1,501,299 1,473,346

   有形固定資産合計 10,605,971 10,579,731

  無形固定資産 17,267 24,525

  投資その他の資産 763,978 763,423

  固定資産合計 11,387,218 11,367,680

 資産合計 15,728,978 15,708,219
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 433,293 447,129

  電子記録債務 771,131 951,445

  短期借入金 1,500,000 1,500,000

  未払法人税等 18,666 4,324

  賞与引当金 146,318 87,060

  その他 548,125 487,927

  流動負債合計 3,417,535 3,477,887

 固定負債   

  退職給付引当金 202,718 201,707

  役員退職慰労引当金 315,645 303,121

  その他 68,390 74,099

  固定負債合計 586,753 578,928

 負債合計 4,004,288 4,056,816

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,144,134 2,144,134

  資本剰余金 2,967,191 2,967,191

  利益剰余金 6,444,340 6,383,355

  自己株式 △53,434 △53,434

  株主資本合計 11,502,231 11,441,246

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 222,458 210,155

  評価・換算差額等合計 222,458 210,155

 純資産合計 11,724,689 11,651,402

負債純資産合計 15,728,978 15,708,219
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 1,853,507 1,729,165

売上原価 1,385,128 1,350,184

売上総利益 468,378 378,980

販売費及び一般管理費 442,773 425,831

営業利益又は営業損失（△） 25,604 △46,850

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 7,519 8,094

 その他 19,369 15,176

 営業外収益合計 26,890 23,272

営業外費用   

 支払利息 1,499 1,187

 工場休止に伴う諸費用 3,374 2,820

 売電費用 1,505 1,501

 その他 542 572

 営業外費用合計 6,921 6,082

経常利益又は経常損失（△） 45,573 △29,660

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 45,573 △29,660

法人税、住民税及び事業税 2,478 2,478

法人税等調整額 13,267 △9,428

法人税等合計 15,745 △6,950

四半期純利益又は四半期純損失（△） 29,827 △22,710
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

45,573 △29,660

 減価償却費 54,548 53,457

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,841 △2,450

 賞与引当金の増減額（△は減少） △63,733 △59,258

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,919 △1,010

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 376 △12,523

 受取利息及び受取配当金 △7,521 △8,096

 支払利息 1,499 1,187

 売上債権の増減額（△は増加） 31,086 174,422

 棚卸資産の増減額（△は増加） △39,277 △194,224

 仕入債務の増減額（△は減少） 91,751 194,109

 その他 54,299 76,139

 小計 172,365 192,093

 利息及び配当金の受取額 7,521 8,095

 利息の支払額 △2,502 △2,578

 法人税等の支払額 △97,008 △5,523

 営業活動によるキャッシュ・フロー 80,376 192,087

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △13,718 △165,843

 貸付金の回収による収入 600 ―

 その他 90 90

 投資活動によるキャッシュ・フロー △13,028 △165,753

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △50,018 △37,695

 財務活動によるキャッシュ・フロー △50,018 △37,695

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,328 △11,361

現金及び現金同等物の期首残高 1,933,487 1,615,180

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,950,816 ※  1,603,819
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【注記事項】

（追加情報）

（表示方法の変更）

　（四半期損益計算書）

前第１四半期累計期間において、独立掲記していた「営業外収益」の「雇用調整助成金」は、金額的重要性が乏

しくなったため、当第１四半期累計期間より「その他」に含めて表示しております。この表示の変更を反映させる

ため、前第１四半期累計期間の四半期損益計算書の組替えを行っております。

この結果、前第１四半期累計期間の四半期損益計算書において、「営業外収益」の「雇用調整助成金」に表示し

ていた8,564千円は「営業外収益」の「その他」として組み替えております。

 
（四半期キャッシュ・フロー計算書）

前第１四半期累計期間において、独立掲記していた「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「雇用調整助成

金」、「雇用調整助成金の受取額」は、金額的重要性が乏しくなったため、当第１四半期累計期間より「営業活動

によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しております。この表示の変更を反映させるため、前第１

四半期累計期間の四半期キャッシュ・フロー計算書の組替えを行っております。

この結果、前第１四半期累計期間の四半期キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の「雇用調整助成金」に表示していた△8,564千円及び「雇用調整助成金の受取額」に表示していた9,674

千円は「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」として組み替えております。

 
（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前第１四半期累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

現金及び預金勘定 1,962,816千円 1,615,819千円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△12,000 △12,000 

現金及び現金同等物 1,950,816 1,603,819 
 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年６月30日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月22日
定時株主総会

普通株式 53,584 7.0 2021年３月31日 2021年６月23日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年６月30日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月23日
定時株主総会

普通株式 38,274 5.0 2022年３月31日 2022年６月24日 利益剰余金
 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年６月30日)及び当第１四半期累計期間(自　2022年４月１

日　至　2022年６月30日)

当社は、粘土瓦の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 売上高

製品 1,701,867

商品 121,328

工事売上 30,311

顧客との契約から生じる収益 1,853,507

その他の収益 －

外部顧客への売上高 1,853,507
 

 
当第１四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 売上高

製品 1,582,627

商品 112,898

工事売上 33,640

顧客との契約から生じる収益 1,729,165

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 1,729,165
 

 
（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）

３円90銭 △２円97銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益又は
　 四半期純損失（△）(千円)

29,827 △22,710

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失（△）(千円)

29,827 △22,710

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,654 7,654
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年８月５日

株式会社　鶴弥

取締役会　御中

 

監査法人東海会計社
 

愛知県名古屋市
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 後　藤　久　貴  
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 古　薗　考　晴  
 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鶴

弥の2022年４月１日から2023年３月31日までの第56期事業年度の第１四半期会計期間（2022年４月１日から2022年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鶴弥の2022年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を

入手したと判断している。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から

四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期

レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報

告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するために

セーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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